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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

資材高騰等で工期途中から「長期大規模工事」に該当することとなった場合の 

既往事業年度分の処理について 

≪内容≫ 

顧問先の会社は建築請負業で、この会社の請負工事において、最近の人件費や資材の高騰等に

より現在の工事の請負対価の額を引き上げることとなり、この結果、法人税法上の「長期大規

模工事」に該当することになりました。 

このように工期中に長期大規模工事に該当した場合、該当事業年度から工事進行基準を適用し

て収益計上等を行い、既往事業年度分についても過去に遡及して修正することになるのでしょ

うか。 

『答』 

  ご質問のケースのように、人件費や資材の高騰等により、工事の請負対価の額を引き上げられ、

工期中に法人税法上の「長期大規模工事」に該当することになった場合、その該当事業年度から

工事進行基準を適用して収益計上等することになりますが、この場合、既往事業年度分について

は、過去に遡及して修正する必要はなく完成時まで繰り延べることも可能です。 

 

（解説） 

１ 法人税法上、次の①～③を満たす工事は「長期大規模工事」に該当し、工事進行基準を適

用しなければならないとされています（ 法法64 ）。  

①  工事の着手日から目的物の引渡しの期日までの期間が1年以上である。 

② 請負対価の額が10億円以上である。 

③  請負対価の額の2分の1以上が引渡し日から1年を経過する日後に支払われる契約と 

なっていない。 

２ ご質問のケースの詳細は不明ですが、例えば、当初の契約時は上記１の①及び③を満たす

ものの、②の請負対価の額が10億円を下回るため長期大規模工事に当たらず「工事完成基準」

に基づき処理をしてきたようなケースの場合、資材高騰等に伴って請負対価の額の変更が行わ

れ②の要件も満たすこととなるような工事においては、その該当事業年度から工事進行基準が 

日税メルマガ通信  特別号 

～税務のチェックポイント Ｑ&Ａ34～ 

号 

平成２８年１月１５日発行 

編集：日税メルマガ事務局 

㈱日税ビジネスサービス 企画開発部 

東京都新宿区西新宿 1-6-1 新宿ｴﾙﾀﾜｰ２９階 

 



- 2 - 

 

強制適用となります。 

したがいまして、事業年度終了時の現況によりその工事につき見積もられる工事の原価の額に、

その事業年度における工事の進行割合を乗じて計算した金額を収益計上することになります。 

３ この場合、長期大規模工事に該当することとなった日の属する事業年度の前事業年度まで

の期間（既往事業年度）に係る収益等の額は、過去に遡って修正する必要はありません。この

ような場合、次のいずれかの方法で処理をすることになります。  

① 原則 ：長期大規模工事に該当することとなった日の属する事業年度において、既往事業

年度分も含めて事業年度終了時の進行割合に応じた収益又は費用の額を計上する。  

② 特例 ：既往事業年度の収益又は費用の額について、工事の完成事業年度まで繰り延べる

（ 法令129 ⑤）。この場合、各事業年度の確定申告書等に、長期大規模工事に該当することと

なった工事の名称及び工事進行基準の方法により計算するとした場合の既往事業年度の収益

又は費用の額に関する明細書の添付が必要となります（ 法令129 ⑧）。 

 

※なお、税務のチェックポイントＱ＆Ａに関するご質問は受付しておりません。 

予めご了承ください。 
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